
平成２７年度第４回 公共施設再配置・複合施設機能検討懇談会 

日 時 平成２８年２月１９日（金） 

１０時３０分から 

場 所 本庄市役所 職員厚生室 

会  議  次  第 

１ 開  会 

２ あいさつ 

３ 意見交換 

(１)公共施設等総合管理計画（案）の一部修正について 

(２)パブリックコメント結果について 

(３)今後の取組みについて 

４ 閉  会 

※ 会議終了後、参加者全員での記念撮影を行います。 

＜資料＞ 

資料１：本庄市公共施設等総合管理計画（インフラ編）（案）

資料２：本庄市公共施設等総合管理計画（インフラ編）の主な修正箇所 

資料３：本庄市公共施設等総合管理計画（インフラ編）(案)に対する意見と市の考え方 

資料４：本庄市の公共施設等の総合的かつ計画的な管理実施フロー（案） 

参考資料１：～本庄市の公共施設等の今後の方向性～懇談会ワークショップ実施結果 
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第3回懇談会の主な意見
ﾍﾟｰｼﾞ
(資料1）

修正箇所 修正前 修正後 修正理由

P.5

【布設年度別上水道管路延長】　昭和55年
度布設延長

昭和55年度に旧児玉町において一括管理と
なった簡易水道延長については、布設年度不
明のため、当該年度に整備されたものとして
集計。

昭和55年度に旧児玉町において一括管理と
なった簡易水道延長については、布設年度不明
のため、昭和51年度～昭和55年度に均一に整
備されたものとして集計。

昭和55年度以前に布設したものまで全てを昭
和55年度に整備されたものとすると、更新費
や更新時期という点で正確さにかけるため、
実質になるべく近づけるため。

P.8

インフラ施設の将来的な維持管理・運営及
び更新費の見通し（平成27年度～平成56
年度）
　平成32年度更新費（インフラ）

昭和55年度に整備されたものとした簡易水道
（約120㎞）の更新費を平成32年度に一括して
計上。

昭和51年度～昭和55年度に均一に整備された
ものとした簡易水道（約120㎞）の更新費を平成
28年度～平成31年度に均して計上。

同上

P.9

公共施設等の将来的な維持管理・運営及
び更新費の見通し

同上 同上 同上

○インフラの必要性の検討について

・ほとんど使われていない道路や橋梁なども全て
長寿命化の対象とするのかどうか。

・使われていない施設は長寿命化しないことや修
繕は最小限にするなど状況に応じて対応の仕方
は変えるべきではないか。

P.14

⑥施設機能の適正化 必要なインフラ機能を維持しながら的確に更
新等を行うため、更新等の際には施設の利用
状況等を踏まえ、その必要性について検討す
る。

必要なインフラ機能を維持しながら的確に更新
等を行うため、更新等の際には施設の利用状
況等を踏まえ、その必要性について廃止を含め
て検討する。

今後のインフラ等の維持管理・更新について、
利用状況等を踏まえ、全てを更新したり、長寿
命化することを前提とするのではなく、今後は
廃止という手段も含めて検討するべきである
ため。

○市民との協働について

・長寿命化などのハード面の取組以外で、ソフト
面の取組についても検討するべきではないか。

・橋守や道普請など市民参加によるインフラの維
持管理や、市道等の点検に協力いただくなど市
民との協働を進めることも有効ではないか。

P.21

＜橋梁＞コスト縮減の考え方

－

市民や地域団体等による清掃等、可能な範囲
で市民との協働・連携による施設管理を促進す
る。

道路や橋梁等について、市民参加による施設
管理や点検など、市民との協働やソフト面で
の取組みについて記載する。
※道路、都市公園、屋外スポーツ施設の個別
方針には既に記載済み。

本庄市公共施設等総合管理計画（案）の主な修正箇所　（平成27年度第3回懇談会の意見反映箇所）

○布設年度不明の簡易水道延長（約120㎞）の
取扱いについて

・実際には昭和55年度以前に大半が布設されて
いると考えられ、更新費用推計が甘くなってしま
うのではないか。

・本来であればもっと早い時期に更新をするべき
年度が来ることが想定され、実際は平成32年度
に約120㎞を一度に更新することなどはできない
ので、前の年度に均したほうがより実質に近くな
るのではないか。

・安全面からみても実際に昭和55年度よりも古い
管が多いのであればなるべく前の年度に均して
おくべきではないか。

○まちづくりと連動したインフラの方向性につい
て

・施設機能の適正化という考え方を実践するに
は、人口が減っていく中でまちづくりをどうするの
か議論する必要がある。

・現状で維持で手一杯であれば、これ以上インフ
ラを広げ、増やすのではなく、効率化やコスト縮
減を考えて、街を集約する（コンパクトシティ）とい
う考え方も必要ではないか。

P.14

⑥施設機能の適正化

－

本市の総合振興計画や都市計画マスタープラ
ンなどの、将来のまちづくりに関する方針を踏ま
え、集約型都市構造の構築を見据えながら、施
設機能の適正化について検討していく。

今後のインフラ等の整備において、コンパクト
シティの考え方など将来のまちづくりを見据
え、連動して取組む必要があるため。

資料２



（案） 

「本庄市公共施設等総合管理計画（インフラ編）」（案）に対する意見と市の考え方 

 本庄市公共施設等総合管理計画（インフラ編）（案）に対するパブリックコメントを実施

したところ、意見はありませんでした。 

以下のとおり結果を公表いたします。 

１ 意見等の募集期間：平成２８年１月１２日(火)～平成２８年２月１０日(水) 

２ 意見等の受付人数：０人 ０件 

資料３



１．対象施設 ※公園内建築物を含む

主に市が保有する建築物（市営住宅を除く）

２．目的

※各インフラ所管課にて策定

◇策定に向けた主な参考図書

３．内容

（国土交通省）

（農林水産省）

（厚生労働省）

H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 （文部科学省）

給水管

改善

屋根

改善

方向性

検討

廃止

(建替)

予防保全の実施スケジュール等を示す計画 個別の再配置プランの実施スケジュール等を示す計画

緊急的修繕
（事後保全）

適切な保全
（計画的事後保全）

情報の一元化・ヒアリング

予防保全実施計画
（５年・２年）

個別再配置実施計画
（５年・２年）

実施計画
（５年・２年）

対象施設 対象施設

長寿命化
全施設

その他
全施設

学校施設の長寿命化計画策定に係る手引

予防保全を適切に実施するための取組
予算規模に則った工事実施時期の設定

適正な維持管理を図るための取組
更新時期の設定

（例） （例） 水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引

農業集落排水施設におけるストックマネジメントの手引

農業水利施設の機能保全の手引き

長寿命化する施設 長寿命化しない施設 農業水利施設の長寿命化のための手引き等

劣化度調査
河川構造物長寿命化及び更新マスタープラン

優先度設定 施設評価
下水道事業のストックマネジメント実施に関するガイドライン-2015年版-

①対策の優先順位の考え方
②個別施設の状態等
③対策内容と実施時期
④対策費用など

道路橋定期点検要領

横断歩道橋定期点検要領

砂防関係施設の長寿命化計画策定ガイドライン

公共施設等白書
（毎年データ更新・蓄積）

【個別施設計画】

（仮称）公共施設維持保全計画（１０年）
（平成２８年度策定予定）

（仮称）公園施設長寿命化計画
（平成２９年度策定予定）

　公共施設の再配置計画の具体化に向けた取組を推進するに当たり、本市の公共
施設について、中長期的な視点から適切な維持管理や計画的な予防保全体制の
確立による長寿命化を図り、建替と比較した場合の財政負担の軽減及び予算規模
に合わせた工事費用の平準化及び、修繕の優先度や更新時期の設定等を行うこと
で、工事の実施時期を適切に判断することを目的に、「公共施設維持保全計画」を
策定する。

その他のインフラ施設に関する個別計画
（平成３２年度頃までに策定）

公共施設再配置計画
（平成２７年３月策定）

公共施設等総合管理計画（インフラ編）
（平成２８年３月策定予定）

財政負担の縮減 施設の安全性確保
施設サービスの効率化

と質の向上
財政負担の縮減

安心・安全な
サービスの提供

施設機能の適正化

本庄市の公共施設等の総合的かつ計画的な管理実施フロー（案）

【行動計画】

公共施設等総合管理計画（３０年）

ハコモノ施設 インフラ施設

公共施設等維持保全事業・公共施設等再配置事業

再配置すべき

インフラ施設

財政計画との連携
プロジェクトチーム等

を設置し、建替時期

を見据えて複合化・

集約化等について市

民や地域を交えて検

討

維持管理マニュアル

点検・診断マニュアル

管理台帳・統一書式等の整備

維持管理・運営・修繕工事等履歴の記録・蓄積、情報の一元化 ・ ヒアリング、要望調査

資料４

維持管理マニュアル

点検・診断マニュアル

管理台帳・統一書式等の整備



公共施設等の個別施設毎の長寿命化（個別施設計画）の取組

■市営住宅 ■橋梁

・市営住宅【15棟】 ・橋梁【315橋】

■公共建築物 ■公園施設 ■上水道

・公民館【11棟】 ・スポーツ施設【5棟】

・市民活動施設【4棟】

・文化施設【2棟】 ・園路広場 ・便益施設

・スポーツ施設【1棟】 ・修景施設 ・管理施設

・産業振興施設【3棟】 ・休養施設

・図書館【2棟】 ・遊戯施設

・資料館等【13棟】 ・運動施設 ・その他

・学校【17棟】 ・上水道 ・浄水場等

・保健・福祉関連施設【4棟】 ■道路
・保育所【3棟】 ・1級市道

・児童施設【3棟】 ・2級市道

・庁舎等【3棟】 ・その他市道

・防災施設【22棟】 ■下水道
・その他施設【5棟】 ・公共下水道

合計【93棟】 ・農業集落排水

・農業集落排水処理施設

■その他 ■その他

・災害応急対策施
設

ハコモノ【全116棟】→現在【全113棟】 インフラ

（仮称）公共施設維持保全計画

（平成28年度策定予定）

※計画的で適切な中長期保全計画

（仮称）公園施設長寿命化計画

（平成29年度策定予定）

市営住宅長寿命化計画

（平成26年3月策定）

水道ビジョン

（平成21年3月策定）

水道事業中期経営計画

（平成26年3月策定）

橋梁長寿命化修繕計画

（平成25年3月策定）

(仮称)アセットマネジメント計画

（仮称）道路維持管理計画

(仮称)公共下水道長寿命化計画

(仮称)農業集落排水長寿命化計画

※必要に応じて策定※必要に応じて策定

長寿命化

する施設

長寿命化

しない施設

・維持管理マニュアル

・点検・診断マニュアル

・管理台帳、書式、データベース整理



ハコモノ施設の今後の方向性 

機能

方向性① 施設の多機能化

機能をどうしていくべきか？

・対象者や目的別に施設を維持するという考え方に捉われず、学校、公民館、保健福祉関連施設な

どを複合化・集約化し、１つの施設を多機能化することで、必要な機能の維持・充実を図る。

方向性② 地域ニーズに応じた機能提供

・中心市街地においては庁舎や図書館、文化会館など中核的・高次な都市機能等を提供する。 

・周辺地域においては集いの機能や学習の場など、地域コミュニティの拠点となる機能を提供する。

方向性③ 効率的な集約型施設配置

・中心市街地など利便性の高い拠点には、庁舎や図書館等の中核的な機能を集約して配置する。

・公共交通網や機能の連携等により、周辺地域を含む市民の利便性の確保を図る。

立地 どこにあるべきか？

更新 どのように建替え、整備すべきか？

方向性⑤ 画一的な配置基準の見直し

・施設の機能や地域の人口構造等を考慮し、択一ではなく地域の実情や特性に応じた更新のあり方

について検討する。 

方向性⑥ 学校を中心とした公共施設の複合化

・地域で最も身近な公共施設である学校施設に、地域における必要な機能を集約し、複合化を図る

ことで、子どもを中心に若者世代から高齢者まで様々な市民が集う場を創出する。

～本庄市の公共施設等の今後の方向性～

懇談会ワークショップ実施結果
「平成 27 年度第 2 回公共施設再配置・複合施設機能検討懇談会」

方向性④ 安全・安心に配慮した立地

・安全・安心に配慮し、防災機能や災害発生時の避難所としての機能などを考慮したバランスの良

い立地を検討する。

参考資料１



     ★ハコモノ施設の集約化・多機能化のイメージ 

分散した施設機能を複合化することで必要な機能を維持・充実

インフラ施設の今後の方向性 

     ★インフラ施設のコスト縮減イメージ 

あらゆるコスト縮減の手法に取り組む

方向性① メンテナンスサイクルの構築

・施設の長寿命化や、施設の安全性の確保のため、予防保全等によるメンテナンスサイクルの構築

を推進する。

方向性② 施設総量の適正化

・コンパクトシティの推進や維持可能な施設総量について検討し、適正化を図る。

方向性③ 市民や地域団体との協働

・市民や地域団体による管理運営への参加や、民間事業者等による指定管理者制度の活用など、施

設の特性に応じた管理方法を検討する。

インフラ コスト縮減に向けてどのように取り組むべきか？

学校施設 子育て支援施設 コミュニティ施設

機能

Ｄ
機能
Ａ

機能
Ｂ

複合化施設

+α
共通する機能
の統合

【相乗効果】

・利用者同士の多
世代交流

・地域コミュニティ
の深化

機能
Ｄ

機能
Ｃ

機能

Ｄ

機能
Ａ

機能
Ｂ

機能
Ｃ

機能
Ｄ

持続的かつ安全・安心な
サービスの提供

メンテナンスサイク
ルの構築

施設総量の適正化

市民や地域団体と
の協働　など


